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本章では、居住人口の維持・誘導を特に図る居住誘導区域について、設定の考え方や設定箇
所を整理します。 

 
 
 
 
 

 

 

（１）居住誘導区域とは 

居住誘導区域は、人口減少の中にあっても一定の
エリアにおいて人口密度を維持することにより、生
活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよ
う、居住を誘導すべき区域です。 

 
 
 

（２）居住誘導区域として想定される区域 

「立地適正化計画作成の手引き」では、居住誘導区域の望ましい区域像として以下の考え方
が示されています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５－１ 居住誘導区域の設定 

第５章 居住誘導区域 

○生活利便性が確保される区域 

都市機能誘導区域となるべき中心拠点、生活拠点の中心部に徒歩、自転車、端末交通などを
介して容易にアクセスすることのできる区域、及び公共交通軸に存する駅、バス停の徒歩、
自転車利用圏に存する区域から構成される区域 

○生活サービス機能の持続的確保が可能な面積範囲内の区域 

社会保障・人口問題研究所の将来推計人口などをベースに、区域外から区域内に現実的に誘
導可能な人口を勘案しつつ、区域内において少なくとも現状における人口密度を維持するこ
とを基本に、商業、医療、福祉などの日常生活サービス機能の持続的な確保が可能な人口密
度水準が確保される面積範囲内の区域 
※生活サービス機能の持続性確保に必要な人口密度としては、計画的な市街化を図るべき区
域とされる市街化区域の設定水準が一つの参考となる。 

○災害に対するリスクが低い、あるいは今後低減が見込まれる区域 

土砂災害、津波災害、浸水被害などにより甚大な被害を受ける危険性が少ない区域であって、
土地利用の実態などに照らし、工業系用途、都市農地、深刻な空家・空地化が進行している
郊外地域などには該当しない区域 

図 5-1 各区域などの関係性 

  

✔ 居住誘導区域       ６７～６８ページ 参照 

本章のポイント 

≪居住誘導区域の望ましい区域像≫ 

立地適正化計画区域（市内全域） 

都市機能誘導区域 

居住誘導区域 

誘導施設 

市街化区域 

1 居住を誘導 

する区域 
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（３）本市における居住誘導区域の設定の考え方 

本市における居住誘導区域は、以下の考え方に基づき設定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

 以下の条件のいずれかに該当する箇所は、居住誘導区域から除外します。 

① 災害の危険性が高い区域 

 〈都市再生特別措置法により「居住誘導区域に含まないこととされている区域」に該当する区域〉 

・土砂災害特別警戒区域 
 〈都市計画運用指針により「居住を誘導することが適当ではないと判断される場合は、 

原則として居住誘導区域に含まないこととすべき区域」に該当する区域〉 

・土砂災害警戒区域 
・大規模盛土造成地のうち、詳細な地質調査及び 
安定計算の未実施箇所 

・洪水浸水想定区域（計画規模降雨で３ｍ以上） 
・家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸侵食・氾濫流） 

 

市 街 化 区 域 

 以下の条件のいずれかに該当する箇所は、居住誘導区域の設定が望ましい区域とします。 

「居住に望ましい区域」 の抽出 

① 都市機能誘導区域 

・居住誘導区域は都市機能誘導区域を原則含むこととされているため 

② 既に一定の人口密度がある地区 

・人口集中地区（DID） 
 ※人口密度が 4,000人/km2以上の基本単位区が互いに隣接して人口が 5,000人以上となる区域 

③ 拠点となる場所に容易にアクセスできる区域 

・基幹的な公共交通利用圏 
 ※片道 30 本/日以上の運行頻度の鉄道駅及びバス停の徒歩利用圏（駅から半径 800ｍ、

バス停から半径 300ｍ） 

④ 計画的な市街地形成が図られてきた区域、予定区域 

・住居・商業系の土地区画整理事業区域 
・大規模な中高層集合住宅 

「居住を考慮すべき区域」 の抽出 

居 住 誘 導 区 域 

※市街化調整区域は都市再生特別措置法に
基づき居住誘導区域の設定の対象外 

② 工業系土地利用を維持する区域 

・工業専用地域（用途地域） 

③ 住工が混在した地域のうち、工業・公益施設系の土地利用割合が高い箇所 

・工業地域もしくは準工業地域（用途地域）において、工業・公益施設系の 
土地利用割合が高く、継続的に工業・公益施設系の土地利用がなされている箇所 

④ 住宅の建築が制限されている区域 

・地区計画により住宅を制限する区域 
（和光北インター地区の一部、和光北インター東部地区の一部、西大和団地地区の一部） 

第６章：防災指針の検討に基づき 
災害リスクを踏まえて選定 

※洪水浸水想定区域（計画規模降雨３ｍ以上）は 
範囲を考慮しながら道路などの地形地物で設定 

本章のポイント 

居住に望ましい区域 から 居住を考慮すべき区域 を除いた区域 
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（４）居住誘導区域の設定 

「居住に望ましい区域」から「居住を考慮すべき区域」を除いた以下の区域を居住誘導区域
に設定します。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

居住誘導区域面積：約５６３ha 

市街化区域に対する面積割合：72％ 

〈大規模盛土造成地について〉 

・居住誘導区域から除外した「大規模盛土造成地のうち、詳細な地質調査及び安定計算の未実施箇所」につ

いては、今後の調査により安全性が確認された時点で居住誘導区域に含めることとします。 

〈土砂災害特別警戒区域・土砂災害警戒区域について〉 

・図５－２は、令和６(2024)年４月１日の本計画の策定時に指定されている両区域を除外した内容です。

策定後に区域の追加、変更、解除がされた場合は、その内容に応じて、居住誘導区域を変更します。 

図 5-２ 居住誘導区域の設定範囲 

本章のポイント 
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「居住に望ましい区域」、「居住を考慮すべき区域」の対象範囲は 69～71ページのとおりです。 

 
〈 居住に望ましい区域 〉 

居住に望ましい区域は以下の範囲です。 
 
 
 
  

図 5-３ 居住に望ましい区域 
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〈 居住を考慮すべき区域 〉 

居住を考慮すべき区域のうち、災害の危険性が高い区域は以下の範囲です。 
 
 
 
 
 
 
  

図 5-４ 居住を考慮すべき区域(１/２) 
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居住を考慮すべき区域のうち、工業系土地利用を維持する区域などは以下の範囲です。 
 

 
 
 
 
 
 
 
  

図 5-５ 居住を考慮すべき区域(２/２) 

※７２～７３ページの参考５－１参照 
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（参考 ５-１） 「居住を考慮すべき区域」の「条件③：住工が混在した地域のうち、

工業・公益施設系の土地利用割合が高い箇所」の選定内容 

 

  

図５－６は、用途地域が工業地域または準工業地域における平成２２（２０１０）年での工業・公益

施設系の土地利用の割合を示しています（今後、計画的な整備を進める和光北インター東部地区

は除く）。Ａ・Ｂの箇所は６０％以上あり割合が高い状況です。 

また、７３ページの図５－７は、令和２（２０２０）年での同様の割合を示しており、平成２２（２０１

０）年時点でＡ・Ｂに区分された箇所は継続して割合が高い状況です。 

その変遷を踏まえ、図５－７のＡの箇所は、今後も居住を誘導することは望ましくないため、居住

誘導区域から除外します。 

 

図 5-６ 住工が混在した地域の工業・公益施設系土地利用の割合（平成２２（2010）年） 

Ａ 

Ｃ 
Ｄ 
Ｅ 

Ｂ 

工業・公益施設系土地利用の割合 
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図５－７のＡの箇所のうち、鉄道車両基地、大規模事業所、大規模研究開発施設が立地する地域に

ついては、当該施設の区域のみを居住誘導区域から除外します。 

また、図５－７のＣ・Ｄ・Ｅの箇所は、令和２（２０２０）年において工業・公益施設系の土地利用の割

合が６０％未満であり、和光市都市計画マスタープランと連携して、今後も住宅・商業系の土地利用

の推進を図るため、居住誘導区域に含めます。 

 

図 5-７ 住工が混在した地域の工業・公益施設系土地利用の割合（令和２（20２０）年） 

Ａ 

Ｃ 
Ｄ 
Ｅ 

工業・公益施設系土地利用の割合 

居住誘導区域 
から除外 

居住誘導区域 
に含める 

※令和２（２０２０）年で 

Ｂ（60%以上 80％未満）は 
該当なし 



 

74 

 

 

 

 

各区域の根拠法令の趣旨に基づき、都市再生特別措置法や都市計画運用指針において、

居住誘導区域を設定する際に考慮すべき区域として以下のような分類がなされています。 

①法令により居住誘導区域に含まないこととされている区域 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
②原則として居住誘導区域に含まないこととすべき区域 

 
 
 
 
 
 

居住誘導区域の設定を考慮すべき区域 コラム 

対象区域 
（都市再生特別措置法第８１条第１９項、同法施行令第３０条より） 

和光市内 
の有無 

ア） 市街化調整区域 

     （都市計画法第７条第１項） 
○ 

イ） 災害危険区域のうち、建築基準法第３９条第２項の規定に基づく条例により住居の用
に供する建築物の建築が禁止されている区域 

     （建築基準法第３９条第１・２項） 
－ 

ウ） 農用地区域 

（農業振興地域の整備に関する法律第８条第２項第１号） 

農地もしくは採草放牧地 （※） 
    （農地法第５条第２項第１号ロ） 

※農用地区域内にある農地又は採草放牧地以外の農地又は採草放牧地で、集団的に存在する
農地又は採草放牧地その他の良好な営農条件を備えている農地又は採草放牧地として政令
で定めるもの 

－ 

エ） 特別地域 

（自然公園法第２０条第１項） 

保安林の区域 

（森林法第２５条もしくは第２５条の２） 

原生自然環境保全地域 

（自然環境保全法第１４条第１項） 

特別地区 

（自然環境保全法第２５条第１項） 

保安林予定森林の区域・保安施設地区・保安施設地区に予定された地区 

（森林法第３０条もしくは第３０条の２、第４１条、第４４条にて準用する第３０条） 

－ 

オ） 地すべり防止区域 

（地すべり等防止法第３条第１項） 

※同法第２条第４項に規定する地すべり防止工事の施行その他の同条第１項に規定する
地すべりを防止するための措置が講じられている土地の区域を除く。 

－ 

カ） 急傾斜地崩壊危険区域 

（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１項） 

※同法第２条第３項に規定する急傾斜地崩壊防止工事の施行その他の同条第１項に規定する
急傾斜地の崩壊を防止するための措置が講じられている土地の区域を除く。 

－ 

キ） 土砂災害特別警戒区域 

（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第９条第１項） 
○ 

ク） 浸水被害防止区域 

（特定都市河川浸水被害対策法第５６条第１項） 
－ 

 

対象区域 
（都市計画運用指針より） 

和光市内 
の有無 

ア） 津波災害特別警戒区域 

（津波防災地域づくりに関する法律第７２条第１項） 
－ 

イ） 災害危険区域 

※上記①イに掲げる区域を除く 
－ 

 



 

75 

 

 

 

 

 

 

③それぞれの区域の災害リスク、警戒避難体制の整備状況、災害を防止しまたは軽減するため

の施設の整備状況や整備見込み等を総合的に勘案し、居住を誘導することが適当ではないと

判断される場合は、原則として居住誘導区域に含まないこととすべき区域 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④居住誘導区域に含めることについては慎重に判断を行うことが望ましい区域 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

対象区域 
（都市計画運用指針より） 

和光市内 
の有無 

ア） 土砂災害警戒区域 

（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第７条第１項） 
○ 

イ） 津波災害警戒区域 

（津波防災地域づくりに関する法律第５３条第１項） － 

ウ） 浸水想定区域 

（水防法第１５条第１項第４号） 

※洪水、雨水出水、高潮を含む。 

※洪水は、想定最大規模降雨での浸水想定区域のほか、浸水継続時間、計画規模降雨での
浸水想定区域、家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流、河岸侵食）を含む。 

○ 
（高潮は 
想定なし） 

エ） 土砂災害防止法に基づく基礎調査により土砂災害のおそれのある箇所に抽出された区域 

（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第４条第１項） 
－ 

オ） 津波浸水想定における浸水の区域 

（津波防災地域づくりに関する法律第８条第１項） 
－ 

カ） 都市浸水想定における都市浸水が想定される区域 

（特定都市河川浸水被害対策法第４条第２項第４号） 
－ 

キ） その他の調査結果などにより判明した災害の発生のおそれのある区域 

【本市で対象となる箇所】 
・大規模盛土造成地における詳細な地質調査及び安定計算の未実施箇所 
・地震・火災発生時の危険性や被害想定を示す情報 
（地表震度分布、液状化、建物被害、延焼危険箇所） 

○ 

 

対象区域 
（都市計画運用指針より） 

和光市内 
の有無 

ア） 工業専用地域 

     （都市計画法第８条第１項第１号） 
○ 

イ） 流通業務地区 

    （都市計画法第８条第１項第１３号） 
－ 

ウ） 特別用途地区、地区計画等のうち条例により住宅の建築が制限されている区域 

（都市計画法第８条第１項第２号） 

（都市計画法第１２条の４第１項第１号） 

【本市で対象となる箇所】 
・和光北インター地区地区計画の一部 
・和光北インター東部地区地区計画の一部 
・西大和団地地区地区計画の一部 

○ 

エ） 過去に住宅地化を進めたものの居住の集積が実現せず、空地等が散在している
区域であって、人口等の将来見通しを勘案して今後は居住の誘導を図るべきで
はないと市町村が判断する区域 

－ 

オ） 工業系用途地域が定められているものの工場の移転により空地化が進展している
区域であって、引き続き居住の誘導を図るべきではないと市町村が判断する区域 

－ 
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和光北インター東部地区においては、地区内を通過する一般国道２５４号和光バイパスの

都市計画決定を受けて、土地区画整理事業により沿道地域を一体的に整備する計画を進め

ています。 

東京外かく環状道路などの交通利便性を生かし、新たな産業拠点の創出を目指すととも

に、良好な市街地を形成するため、道路及び公園などの公共施設を整備し、地区内に点在

する住居を地区南側に集約することで、住工混在の解消を図ります。 

この計画に伴い、令和５（２０２３）年１０月には、都市計画決定により新たに４１．４haが市

街化区域に編入されました。合わせて、用途地域や地区計画などによる土地利用の誘導や

規制について定めています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

和光北インター東部地区のまちづくり コラム 

図 5-８ 
 和光北インター東部地区の位置 

図 5-９ 和光北インター東部地区の市街化予想図 
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